
安定的な行政サービスの提供及び新たな施策を着実に実行できるように財政運営を行う。

他市の情報収集、事例研究に努め、限られた財源、人材、ストックを有効に活用した事業の組み換えにより適
正な財政運営に資するとともに、国や府の方針や制度改正に伴う本市の財政への影響を検証し、必要に応じ
て要望活動を行っていく。今後の

方向性

行政資源を有効に活用する行財政運営
自律協働都市

施
策
の
大
綱

総務部財政課

事業： 財政運営事業 0430

04

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

03第5章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

本市の施策を実施するためには必要不可欠な事業であり、各施策目標の
達成に向けて、財政的な面から貢献していると考えられるため。A

財政運営については、他市の事例研究及び国府の考えや動向を常に注
視し適切に反映するなど、継続的な検討と見直しが必要であるため。

A
B

A

目

標

地方交付税事務、地方債借入事務などを適正に行うとともに、予算編成及びその執行管理についても、担当課と本市の
方針等を共有しながら、事務の遂行に努める。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

58,882

16,163

5.51

0.00

16,122

0

0

41

一人あたり

世帯あたり 1,245

540

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

15,312

15,241

0

0

71

49,958

4.51

0.00

1,056

452

851

881

0

0

-30

8,924

1.00

0.00

189

88

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
B

A

人件費

公債費

内
訳

42,719

0

事業費（決算額） 16,163

34,646

0

15,312

8,073

0

851 (千円)

 (千円)

 (千円)
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